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エグゼクティ
ブ・サマリー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原子力潜水艦の導入に

よって、オーストラリ

アは原子力、さらには

核兵器の保有に一歩近

づく可能性があり、こ

れを受けて他国も同じ

方向に進むかもしれな

い。 

オーストラリアの戦略的脅威に対する認識 

• オーストラリアは、同国が直面する戦略的な脅威とリスク

の（すべてではないにせよ）多くが中国のせいで高まって

いると認識しており、対中政策は党派を超えて一致してい

る。 
 

• オーストラリアが特に懸念するのは、台湾や他の危機となる地

点をめぐり米中間で戦争が勃発する可能性、およびそれにより

発生するトレードオフである。 
 

• 米豪同盟に対する国内の支持は強く、オーストラリアにある

米軍基地と情報施設は域内の米軍システムの運用の柱となっ

ているため、オーストラリアがこうした紛争に巻き込まれる

可能性が高い。だが、戦争が勃発した場合に国民が米国をど

の程度支持するかは不明である。 
 
 

オ―ストラリアの核兵器に対する姿勢 

• オーストラリアの国家安全保障政策において最も重要な展開の

ひとつは、一連の技術のアップグレードと併せて原子力潜水艦

の購入を目指す「AUKUS」契約であった。 
 

• 原子力潜水艦の導入によって、オーストラリアは原子力、さ

らにおそらくは核兵器の保有に一歩近づく可能性があり、こ

れに促されて他国も同じ方向に進むかもしれない。その結

果、核兵器不拡散条約（NPT）への圧力が強まるだろう。 
 

• 現政府は国際的な核不拡散体制を強く支持しており、核保

有を目指す意思はないが、今後の政権が別の思惑を持たな

いとは断言できない。 
 

核不拡散体制の未来 

• オーストラリアの核武装はあり得ないシナリオだが、例え

ば、台湾をめぐる米中の紛争へのオーストラリアの関与が

不十分なせいで、米豪同盟と米国による拡大抑止の継続性

に疑問が生じるといった理由で、米豪同盟の存続が脅かさ

れた場合、核武装が現実化する可能性もあるだろう。 
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オーストラ
リアの戦略
的脅威に対
する認識: 
変化の中の
連続性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自由党と労働党の見通

しが一致している理

由、近年の中国の外

交・防衛政策である。 

アルバニージー率いる労働党政権の発足から1年足らずであるた

め、政府の国家安全保障上の懸念、優先課題、戦略的リスクに対す

る認識はまだいささか不明確である。とはいえ、インド太平洋の戦

略的課題に対する現労働党政権のアプローチの主たる特徴は、今の

ところ、前任のモリソン、ターンブルによる自由党政権と極めてよ

く似ている。自由党時代のこのテーマに関するオーストラリアの重

要な声明は、2017年のシャングリラ対話でターンブルが行った演説

であった。この演説でターンブルは、「すべての国が強制や干渉な

く自国の運命を追求できる場合にはじめて達成される、この地域の

継続的な安定と平和」のために立ち上がることを誓った。1 アルバ

ニージー首相は、中国の習近平主席との会談時に、オーストラリア

と中国は「可能な分野で協力し、必要となれば同意せず、両国の国

益に関与する」だろうと述べた。2 ターンブル、モリソン両元首相

も、この発言に全面的に同意しただろう。 
 
自由党と労働党の見通しが一致している理由は、近年の中国の

外交・防衛政策である。COVID-19 発生以降――あるいは早けれ

ばシャングリラでのターンブルの演説以降――のいずれかの時点

で、オーストラリアの国家安全保障専門家を無作為に10人選び、 
オーストラリアが直面する最も深刻な国家安全保障上の脅威を10
個あげてもらうとすれば、おそらく100の脅威の3分の2以上におい

て、中国が大きな位置を占めるだろう。多くのオーストラリア人

は、地球温暖化や人権侵害への加担は言うに及ばず、台湾海峡、

南・東シナ海、中印国境、尖閣諸島その他での領有権争いへの中

国の関与や、北朝鮮の危機あるいは紛争に中国が関わる可能性に

危機感を募らせている。 
 

オーストラリアや他の国に対する中国の経済的な脅威と強制に

加えて、米国中心の現在の体制に代わるインド太平洋にまたがる

「一帯一路」構想も、大きな脅威と受け止められている。10年
前であれば、中国は非常に有益なビジネスパートナーだから、望

ましくない外交・防衛政策には目をつぶるべきだという意見も、

同じくらい聞かれたかもしれない。だが、今や状況は一変してい

る。オーストラリアが特に懸念するのは、中国がインド太平洋に

おける米国の影響力の低下または排除を望むせいで、最悪の場

合、インド太平洋での米国のプレゼンスが大幅に縮小しかねない

ことだ。 あるいは、オーストラリアの観測筋から見てはるかに可

能性の高いシナリオとして、中国の野望によって、米国との間に

オーストラリアがかつて経験したことのないような戦争が勃発

し、オーストラリアも巻き込まれるのではという懸念がある。つ

まるところ、インド太平洋の米国の同盟国の存在は、米国の軍事

力に上乗せされるものではなく、相乗的に作用するものだ。対中

戦争において米豪同盟が米国にもたらす強みは、米豪それぞれの

軍事力の単なる合計を大きく上回る。中国はこの相乗作用を理解

しているため、米中戦争が起これば、オーストラリアの米軍基地/
共同施設は標的となる可能性が高い。 

 
さらに明確な懸念――オーストラリアの多くの国家安全保障専

門家が、最近になってようやく公然と口にし始めた――は、台湾

をめぐり米中戦争が起きる可能性と、それがオーストラリアにも

たらす重大なトレードオフである。3 現在、中国軍が数年以内に台

湾に侵攻する懸念が強まっている。武力紛争が起きた場合、バイ

デン政権または後継政権は、オーストラリア政府に対し、軍事的

関与をしなければ（または関与が不十分であれば）、自由党と労

働党の国家安全保障政策の柱となってきた米豪同盟を破棄する

――少なくとも弱体化させる――と警告するかもしれない。 
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オーストラリア国内にある米軍基地や情報施設は、域内の米

軍システムの運用の中心を成すため、オーストラリアが米国に

味方して紛争に参加する可能性が高い。だが紛争に深入りする

と、オーストラリア自身が中国との戦争に突入する危険があ

る。これは、近年のイランやアフガニスタンでの米国との共闘

と比べて、何倍も危険で破壊的な行為になるだろう。逆に、米

国への支援が不十分な場合は米豪同盟が危険にさらされ、万一

オーストラリアが将来的に窮地に立たされた場合、はるかに強

力で恐ろしい敵に独力で立ち向かわねばならないだろう。ロー

ウィ研究所の2022年世論調査によると、（過半数には達しない

が）多くのオーストラリア人が、米豪同盟とインド太平洋にお

ける米国の安定的な役割を維持するために、対中戦争に参加す

る価値があるという意見に賛同しているようだ。とはいえ、も

し実際に参戦を迫られれば、この態度が変わるかもしれない。4 

シドニー大学米国研究所が最近実施した調査の結果、回答者の

約半数が米国の台湾防衛を支援するため軍を派遣することに賛

成だと分かった。5 オーストラリアが曖昧な同盟関係を結んで

いるせいで、こんなことになるのだ。すなわち米豪同盟の文言

上、米豪は「太平洋地域」の共通の危険に対応するため「行動

する」ことを約束しているにすぎない。6 

 
この基本的な脅威とそれに伴うトレードオフが、核兵器の拡散

とそれが核不拡散条約（NPT）に及ぼす危険を含む、最も切迫し

た国家安全保障課題の多くに対するオーストラリアの姿勢を形作

っている。例えばオーストラリア国民は、中国の大規模なミサイ

ル核戦力近代化プログラムを知っているが、この脅威をチャイナ

チャレンジに付き物の要素とみなしがちである。7 オーストラリ

ア人は、中国の軍事的脅威に対応する上で米国を頼りにしている

ため、中国の核の脅威も米国が対処してくれると当てにする傾向

がある。結局のところ、オーストラリアに対する中国の不穏な動

きは、これまで経済的な制裁・脅威、特に豪州内の中国人に関わ

る内政干渉、オーストラリアの民主主義制度への攻撃に関わるも

のが多い傾向が見られた。近年、オーストラリアの政府関係者と

一部メディアは、中国の核兵器、核戦力近代化、ミサイルに対す

る懸念を強めている。トランプ政権は置き土産として、オースト

ラリアは自国の安全保障により多くの責任を負うべきだ――冷戦

時代にも何度も持ち上がった意見――というメッセージを残し

た。8 
 

 
 
さらに明確な懸念は、

台湾をめぐり米中戦争

が起きる可能性と、そ

れがオーストラリアに

もたらす重大なトレー

ドオフである。 

北朝鮮による核の脅威においても、核兵器がオーストラリアの前

に大きく立ちはだかっている。だがここでもオーストラリアの指導

陣は、北朝鮮の敵対国の多くと同盟関係にある米国を頼りしがみつ

く傾向が見られた。例えばターンブルは、オーストラリアを名指し

した2016年の北朝鮮による核の脅しを受けて、米豪は「一心同体

だ」と発言した。”9 アルバニージー政権は、最近の北朝鮮による一

連のミサイル発射実験に関して公式な発言をほとんど行っておら

ず、この沈黙は注目に値する。すなわち、中国が、北朝鮮に代わっ

てオーストラリア最大の核の脅威となっているように思われる。 
 

対中関係リセットの可能性は低いという認識、米豪同盟の熱烈な

支持、米国の核兵器保有を支持はしないが黙認する姿勢、中国との

通常戦争または核戦争の危険の高まりの受入など、歴代政権から超

党派的な支持を得てきた関心分野がいくつか存在する。 



6 アジア太平洋の新たな戦略的リスク: オーストラリアの視点  

こうした懸念に促されて、例えばオーストラリア国内の米軍施

設・基地のアップグレードを通じて、現場では抜本的な変化が

起きた。10年前にギラード首相とオバマ大統領が、オーストラ

リア北部への200人以上の米軍のローテーション配備に同意して

以来、 2000人以上の米軍兵士が毎年3月から10月にかけてダーウ

ィンにローテーション配備されている。相互運用性の強化と、飛

行場・燃料貯蔵施設・宿泊設備・訓練区域のアップグレードを目

指す米軍の態勢見直し構想に伴って、キャサリンのティンダル豪

空軍基地への米軍の核搭載可能なB-52爆撃機のローテーション配

備も増強されるだろう。この構想を受けて、モリソン政権末期に

は米軍上級司令官らが、インド太平洋全域における米国の監視・

情報収集活動の要となる、ノーザンテリトリーのパインギャップ

基地を訪問した。10 ティンダル基地も、攻撃を受けやすい日本や

グアムの基地と異なり、中国と北朝鮮の多くのミサイルの射程

外にあるため、米軍の核武装爆撃機にとって重要な基地になる

可能性が高い。これらを含む基地や施設は、危機や紛争が発生

した場合、中国の攻撃対象として優先順位が高くなるだろう。

この懸念は新しいものではなく、しばしば激しい政治的議論が

交わされた冷戦初期から、オーストラリアの政策立案者の脳裏

にあった問題だった。しかしながら現在は、こうした展開に対

して強力な超党派的支持があるように見受けられる。実際、国

民の3分の2から4分の3がこうした米軍駐留を支持し、駐留の拡

大さえ望んでいる傾向がある。11ローウィ研究所の2022年世論調
査によると、国民の87%が米豪同盟はオーストラリアにとって

非常に重要、またはかなり重要だと考え、46%が紛争時にオー

ストラリアは米国を「支援」すべきだと考えている一方、51%
が中立を望んでいた。12 

 
台湾をめぐる紛争と関連課題が、オーストラリアの政策立案者

に解決できない課題を突きつけているとすれば、核兵器に関して

もオーストラリアは板挟みに陥っている。政府は、核兵器が存在

する限りにおいて、同盟国である米国の核保有に理解を示し、米

国の核武装を望むだろう。他方で、オーストラリアは、核兵器の

拡散を防ぎ、米国などの核保有国が核不拡散条約にもたらす危険

を制限することにも取り組んでいる。実際、米国の核兵器の精度

と致死性の向上――ケイル・リーバーとダリル・プレスが

「counterforce revolution（反撃力革命）」と呼ぶもの――こそ

が、中ロが兵器近代化プログラムを合理的に加速させている原因

だという戦略的な現実を受け入れられるオーストラリア人は、数

少ないだろう。13 
 

 
オーストラリアで交わ

されている興味深い議

論のひとつは、米国が

ウクライナの戦争に気

をとられている間に、

勢いづいた中国が台湾

を急襲するのではとい

うものだ。 

プーチン大統領がウクライナ侵攻を決定するまで、ロシアとその核

兵器、および中ロの複雑な関係はオーストラリアであまり注目され

てこなかった。多くのオーストラリア人は、ロシアはインド太平洋

でもはや重要な役割を果たしていないと主張するだろう。昨今の事

態を受けて、オーストラリアで交わされている興味深い議論のひと

つは、米国がロシアとウクライナの戦争に気をとられている間に、

勢いづいた中国が台湾を急襲するのではというものだ。これにより

台湾海峡がさらなる危険にさらされ、その過程でオーストラリアも

危険に陥る。プーチンが地上戦で苦戦しているなら、習近平も海上

や海中でそれ以上とはいわずとも、同程度に苦戦すること必須だと

いう現実は、あまり話題にされない。どちらかと言えば、この2つの

戦区で紛争が起きる可能性にそもそも何らかの関係性があるとすれ

ば、ウクライナが欧米同盟国から支援を取りつけることに成功し、

ロシアは苦戦しているという事実のせいで、中国が台湾を侵攻する

可能性は一層低くなっている。 



アジア太平洋の新たな戦略的リスク: オーストラリアの視点 7  

とはいえ、中国が苦戦する可能性がほとんど話題にならないという

事実は、中台間の紛争に自国が巻き込まれる見通しに対しオースト

ラリア人が抱く懸念を証明するものである。14 

 
インド太平洋の安全保障に対するオーストラリアのアプローチに

最近新たに加わったものとして、オーストラリアの取り組みにおい

て日本が果たす役割の拡大に加えて、インドも含む四カ国戦略的パ

ートナーシップ（通称QUAD）の検討があげられる。さらに新しい

ところでは、オーストラリアは、ルールに基づくインド太平洋の安

定的な秩序という共通の目標に関わるパートナーのネットワーク拡

大に努めてきた。 今では、韓国、ベトナム、英国、フランスなどの

国もこのネットワークに含まれる。協力分野は、サプライチェーン

の脆弱性の解決、手頃な価格での重要鉱物とエネルギー源へのアク

セス、気候変動などの連携的な取り組みが必要な国際的課題への対

応などである。オーストラリアは、これらの課題に対応する多国間

の努力に参加し、その発展に積極的に取り組んできた。アルバニー

ジー首相によるインドとの包括的戦略パートナーシップの強化、10
月22日の安全保障協力に関する日豪共同宣言、オマーンとオースト

ラリアを結ぶ海底通信ケーブルの敷設はいずれも、前自由党政権か

ら引き継がれたものである。 
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オ―スト
ラリアの
核兵器に
対する姿
勢 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
オーストラリアの国家安

全保障政策の中で最も重

要な展開のひとつは、フ

ランスとの潜水艦購入契

約を破棄し、原子力潜水

艦の購入を目指す新たな

契約――AUKUS――を
英米と締結したことだ。 
 

オーストラリアの国家安全保障政策の中で最も重要な展開のひ

とつは、モリソン政権がフランスとの潜水艦購入契約を破棄した

ことである。それに劣らず重要なのは、豪州政府が、一連の技術

的なアップグレードと併せて原子力潜水艦の購入を目指す新たな

契約――AUKUS――を英米と締結したことだ。オーストラリアは

原子力潜水艦の購入に合意したが、本稿執筆時点では具体的にど

の艦艇を調達するか不明であり、2030年代後半に導入されると推

定される。実際、モリソンの当初の発表は、その内容だけでな

く、そこで何が言明されなかったも同じくらい注目に値するもの

だった。よく耳にする主張は、敵対国の潜水艦技術が進歩したた

め、オーストラリアにも静音性の高い原子力推進システムが必要

であるというものだ。だが、アルバニージー政権のこの課題への

対応の仕方を見れば、インド太平洋の戦略的課題、核拡散の明確

な脅威、核不拡体制に対する彼のアプローチについて多くが分か

るだろう。15例えば、オーストラリアがどんな種類の潜水艦を購

入するかは、2023年3月とは言わずとも、首相の任期中にほぼ確

実に明らかになるだろう。16 

 
1976 年から 2016年のオーストラリアの米国に対する外交政策と

戦略的方向性に関する以前の分析で、私は、冷戦期、冷戦後初期お

よび冷戦後の近年における自由党3政権、労働党4政権の40年以上に

わたる政党単位のいくつかの大きな変化を明らかにした。労働党政

権は、国連安保理決議の支持がある場合に限って米国の戦争への軍

事介入に前向きであった。労働党政権は、多国間の政治経済的な地

域機構の設立と強化に向けても、自由党政権よりはるかに高い頻度

で働きかけを行った。これを根拠として、私は、労働党は国連の多

国間主義に加えて米国の存在を必要とするが、自由党は米国がいれ

ば十分なのだと主張した。核兵器に対する主要政党のアプローチの

違いは研究で扱うことができなかったが、もし検討していれば、第

三のパターンが見つかっただろう。オーストラリアの労働党政府

は、非核兵器地帯、核軍縮、世界的な核廃絶運動を支持する傾向が

ある一方、米豪同盟による核の傘を密かに享受してもいた。自由党

は、米国がオーストラリアに提供し得る拡大抑止力について――声
高ではないものの――多少は発言する傾向が見られた。だが自由党

は、核軍縮の取り組みにあまり関心を示さなかった。とはいえ、こ

こ最近の核不拡散、原子力安全性、核安全保障、核兵器削減、核軍

縮に対するオーストラリアのアプローチには、核兵器禁止条約

（TPNW）を回避する労働党の姿勢を注目すべき例外として、強固

な超党派的な協力体制が見られる。 
 

したがって、AUKUSによって、アルバニージー率いる労働党政

権は、興味深くおそらく困難な状況に立たされている。アルバニー

ジーの優先課題のひとつは、過去の自由党政権と同様に、オースト

ラリアが直面する脅威に強硬姿勢で対峙し、これまでと同様に闘う

と示すことにあった。そこで彼は、就任初日に東京でQUAD首脳会
談、1カ月後にNATO首脳会談に出席し、その直後に戦争で荒廃し

たウクライナを訪れた。おそらくこうした訪問はパフォーマンス的

な要素が大きかったと思われるが、同盟国、パートナー、敵対国に

対して、労働党政権はオーストラリアの多くの安全保障課題に関し

てモリソン、ターンブル政権と同じ路線を踏襲するという明確なメ

ッセージが示された。 
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ウクライナへのオーストラリアの軍事的・非軍事的な貢献は、

NATO以外の米同盟国の中で最大であるという事実は、ロシアの修

正主義からのウクライナの防衛を支援するだけでなく、米国による

自由主義的な世界秩序も維持したいという意向を伝えるサインでも

ある。 
 

しかしAUKUS が、労働党が長年掲げてきた価値観と対立する結

果を招くかもしれない。何よりも、たとえモリソン、アルバニージ

ー、それに多くの国民が核兵器保有は望まないと真摯に訴えても、

他国はそれを信じないかもしれない。今は信じてくれる国があって

も、アルバニージーが今後も後継者に同じ制約を課せるか不安視す

る可能性もあるい。つまるところ、オーストラリアがあっという間

にフランスとの契約を反故にしてAUKUSに調印できるなら、 さら
に危険な別の方針転換もあり得ると、他国が懸念するおそれがあ

る。たとえオーストラリアの政策立案者が核保有を本気で望んでい

ないとしても（私もそうだと信じているが）、これはあくまで認知

の問題である点を強調しておく必要がある。それどころか、核不拡

散を支持してきた誠実で高潔な経歴を保証しようとするオーストラ

リアの真剣な努力を、場合によっては、新たな核開発計画から目を

そらすための手段とみなす国もあるかもしれない。何となれば、核

原料を広く販売してきた国を含めて、ほとんどの核保有国が、今ま

でも同じような約束をしてきたのだ。 
 

 
原子力潜水艦の導入によって、オーストラリアは原子力、さらに

おそらくは核兵器の保有に一歩近づく可能性があり、これに促され

て他国も同じ方向に進むかもしれない。その結果、核兵器不拡散条

約（NPT）への圧力が強まるだろう。モリソンもアルバニージー

も、その後任も、未来の首相が今後の脅威に対応するため核保有を

望むことはないと保証することはできない。問題は、モリソンもア

ルバニージーも秘密の核開発計画に全く関心がなくても、その後任

が、潜水艦をドックに入れて核原料を抽出しようと考える可能性が

あることだ。もし米中紛争の見込みが強まり、オーストラリアが、

戦争に加わりたくはないが、米国なしで中国や北朝鮮の脅威に対峙

するのも避けたい場合、そうなるリスクが高まるだろう。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
原子力潜水艦の導入によ

って、オーストラリアは

原子力、さらにおそらく

は核兵器の保有に一歩近

づく可能性がある。 

多くの国がこのリスクを認識し、実効的な抑制方法に関しオース

トラリアからさらなる約束を取りつけようとしてきた。だが問題

は、アルバニージー政権が核開発を防ぐ方法を見つけられるかどう

かに関わらず、オーストラリアを信用できない域内の他国が、自国

にも原子力潜水艦を導入しようと考えるかもしれない点にある。そ

の分かりやすい例は韓国だ。韓国も当然、核兵器の開発を求める別

の圧力に直面している。したがって AUKUS によってアルバニージ

ーは、労働党が長年反対してきた、核不拡散を阻む多くの問題に直

面することになる。実際、前回の労働党政権時代に中国は、オース

トラリアから見て現在のような脅威ではなく、オーストラリアは、

核兵器撲滅を目指すグローバルな核兵器ゼロ運動の重要な参加国で

あった。さらなる課題は、潜水艦導入までの15年という長い期間に

アルバニージーがどんな解決策を決定しようと、その解決策自体が

核拡散の危険をはらむ可能性もあることだ。こうしたトレードオフ

に対するオーストラリアの指導者のアプローチから、国内外の観衆

の規模とその性格、および首相を駆り立てるリスクをめぐり、多く

のことが分かるだろう。 
 

韓国が核開発を決めれば、アルバニージー政権はさらなる核拡散

という問題をめぐり独自色を出すことを迫られるだろう。韓国は、

潜水艦発射弾道ミサイルを持っているが核兵器は保有しない唯一の

国である。 
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北朝鮮は核兵器と発射システムの改良を続けているが、韓国の尹

錫悦大統領は、前任者ほど北朝鮮に宥和的な姿勢をとらない可能

性が高いと見られる。北朝鮮の新たな核危機や、韓国の核保有を

受けて、アルバニージーが労働党として新たな核軍縮・廃絶構想

に着手し、AUKUS契約や他の国家安全保障政策を見直すかどう

かを見れば、核兵器、核拡散、核不拡散体制に対する政権の根本

的な姿勢が明らかになるだろう。 
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核不拡散体
制の未来 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
米中紛争が核不拡散

体制に与え得る影響

は、紛争にどの国が

参加しどこまでエス

カレートするかに左

右されるだろう。

 
 
 
 
韓国の核保有、AUKUS、米中紛争は、核不拡散体制とオースト

ラリアの同盟国・敵対国にどんな影響を与える可能性があるか？ 冷
戦終結以降、核兵器の開発を成し遂げた国は北朝鮮のみである点を

想起する必要がある。17 拡散の連鎖や核のティッピング・ポイント

（転換点）をめぐる大きな懸念にもかかわらず、そのいずれもまだ

現実になっていない。韓国の核保有がこれまでにない圧力を与え

て、日本も、北朝鮮との関係や韓国との確執を踏まえて核保有に踏

み切る可能性がある。韓国の核は、核拡散防止条約（NPT）にも大

きな圧力となるだろう。この2つの展開のどちらが起きても、オー

ストラリア政府は、核不拡散と核軍縮の道を進み、NPTと南太平洋

非核兵器地帯へのコミットメントを続けたいのかどうか、熟考を迫

られるだろう。 
 

AUKUSが核不拡散体制に及ぼす影響は、オーストラリアが効果

的に自国の行動を抑制し、核スチュワードシップ（核の安全な管

理）に責任を負うと他国に保証できるかにどうかに左右される。さ

らに、オーストラリアが最終的に獲得する潜水艦だけでなく、地政

学的状況の変化や、中国による核兵器および難航する原子力潜水艦

の保有状況も、この保証に影響を与えるだろう。目先の話として

は、原子力潜水艦導入前に米英豪がオーストラリアのコリンズ級潜

水艦に関してどんな決定を下し、上記の問題にどう対応するかも、

重要になるだろう。米英が提供する産業基盤がどのような性格のも

ので、その基盤の一部を核その他の兵器システムの製造に転用また

は援用できるかどうかも、非常に重要になってくる。  
 

米中紛争が核不拡散体制に与え得る影響は、紛争にどの国が参加

しどこまでエスカレートするかに左右されるだろう。中国のミサイ

ル計画が進歩し、中国近海の米国艦艇をより確実に脅かせるように

なっていることを踏まえると、オーストラリアのような国にとって

核兵器が魅力的になるかもしれない。中国のミサイル開発の進展に

よって、紛争時に米国が負担する費用は間違いなく増加し、オース

トラリアが参戦する戦闘において払うコストも増大する。もし戦闘

に加わらない場合、米国が米豪同盟に基づくオーストラリアへのコ

ミットメントを見直す可能性があるため、オーストラリアの政策立

案者は、これらの条件を前提として、米国に頼らず中国や北朝鮮の

脅威を抑止する手段として核兵器の有用性も検討するかもしれな

い。 
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